
福岡市の子ども・子育て支援新制度に関する各種基準の市独自規定（案） こども未来局（H26.5）

現行の市基準 今回の国基準 今回の市基準案 上乗せする理由

各居室の面積等  乳児室　３.３㎡以上  乳児室　１.６５㎡以上 「現行の市基準」と同様
 ほふくの開始時期には個人差があり，園児の
 安全を確保するため。

 食事の提供方法
 の特例

（園児の年齢に関わらず）
 自園調理とする

 ３歳以上の園児は，
 外部搬入可

「現行の市基準」と同様

設備  調理室は必置
 給食を外部搬入する場合は
 調理室は不要

「現行の市基準」と同様
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 各居室及び
 設備，面積等

乳児室　３.３㎡以上  乳児室　１.６５㎡以上 「現行の市基準」と同様
 ほふくの開始時期には個人差があり，園児の
 安全を確保するため。

 食事の提供に
 関する経過措置

自園調理を基本とする

 現に保育を業務とする施設
 ・事業者が認可を得た場合
 は，５年間は自園調理，調
 理設備の設置，調理員の配
 置を求めないことができる

 経過措置は設けない

 園児の発達段階や健康状態に応じた適切な給
 食の提供，アレルギー等への適切な配慮及び
 食育の推進をより確実に実施することができ
 るため。

 連携施設に
 関する経過措置

連携施設を確保する

 「多様な主体の参入促進事
 業」等により支援を行うこ
 とができると市が認める場
 合は，５年間は連携施設を
 確保しないことができる。

 経過措置は設けない

 連携施設は，集団保育を体験させるための機
 会の提供や，利用が終了した乳幼児の受け入
 れについて担保しているものであり，利用者
 への安定的，かつ，良質な教育・保育の提供
 に必要不可欠であるため。

 規定なし 「現行の市基準」と同様
 暴力団を利することとならないよう，事務事
 業の全般から暴力団を排除する措置を講じる
 必要があるため。

就労時間の下限
６０時間  １月あたり

 ４８時間から６４時間の間
 において市町村が定める

 １月あたり
 ４８時間から６０時間
 において福岡市で定める

 子ども・子育て支援新制度の趣旨を踏まえ，
 保護者の多様な就労形態に対応し，子どもの
 健やかな成長を保障する必要があるため。
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「現行の市基準」と同様
 現行の市の基準をベースとした保育の質の確
 保を図るため。

 園児の発達段階や健康状態に応じた適切な給
 食の提供，アレルギー等への適切な配慮及び
 食育の推進をより確実に実施することができ
 るため。
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 保育の必要性の
 認定

項  目

 職員（家庭的保育
 者）の資格要件

 家庭的保育者

 すべての
 施設，事業者

 福岡市暴力団排除条例に基づく規定の追加

市町村長が行う研修を修了した 

・保育士 

・保育士と同等以上の知 

 識及び経験を有すると 

 市町村長が認める者 

・市町村長が行う研修を修 

  了した保育士 

ただし， 

１日４時間以上 かつ １５日以上 
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